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○ 改正法においては、一定の事業規模を超える法人に対して、会計監査人による監査を義務付けることとしたところである。

○ この一定の事業規模については、社会保障審議会福祉部会報告書（平成２７年２月１２日）において、収益（事業活動計算

書におけるサービス活動収益）が１０億円以上の法人又は負債（貸借対照表における負債）が２０億円以上の法人とすること

が適当とされたところである。

○ 会計監査人の導入は、今回の改革の柱の一つであり、しっかりとした監査体制を構築し、社会福祉法人への信頼を確立す

るとともに、法人の経営力強化・効率的な経営の観点からも、一定の規模を超える社会福祉法人に会計監査人による監査を

義務付け、ガバナンスの強化、財務規律の強化を図ることが重要である。

○ 会計監査人の導入については、①選任までに、予備調査を含め、一定の期間が必要であるほか、②監査を受ける社会福

祉法人及び監査を実施する公認会計士等の双方において、会計監査人制度・社会福祉法人制度等への理解及び態勢整備

等の準備が必要である。

○ このような状況を踏まえると、会計監査人制度を円滑に導入し、より多くの社会福祉法人に安定的に根付かせていくために

は、段階的に制度を導入することが適当と考える。

○ 具体的には、以下のとおり。

会計監査人の設置義務法人の範囲

平成２８年９月２６日
社会保障審議会福祉部会
（第１９回）提出資料

・ 平成２９年度、平成３０年度は、収益３０億円を超える法人又は負債６０億円を超える法人
・ 平成３１年度、平成３２年度は、収益２０億円を超える法人又は負債４０億円を超える法人
・ 平成３３年度以降は、収益１０億円を超える法人又は負債２０億円を超える法人
と段階的に対象範囲を拡大。
ただし、段階施行の具体的な時期及び基準については、平成２９年度以降の会計監査の実施状況等を踏まえ、必要に

応じて見直しを検討する。
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第十三条の三 法第三十七条及び第四十五条の十三第五項の政令で定める基準を超える社会福祉法人は、

次の各号のいずれかに該当する社会福祉法人とする。

一 最終会計年度（各会計年度に係る法第四十五条の二十七第二項に規定する計算書類につき法第四十五

条の三十第二項の承認（法第四十五条の三十一前段に規定する場合にあつては、法第四十五条の二十八

第三項の承認）を受けた場合における当該各会計年度のうち最も遅いものをいう。以下この条において同

じ。）に係る法第四十五条の三十第二項の承認を受けた収支計算書（法第四十五条の三十一前段に規定す

る場合にあつては、同条の規定により定時評議員会に報告された収支計算書）に基づいて最終会計年度に

おける社会福祉事業並びに法第二十六条第一項に規定する公益事業及び同項に規定する収益事業による

経常的な収益の額として厚生労働省令で定めるところにより計算した額が三十億円を超えること。

二 最終会計年度に係る法第四十五条の三十第二項の承認を受けた貸借対照表（法第四十五条の三十一前

段に規定する場合にあつては、同条の規定により定時評議員会に報告された貸借対照表とし、社会福祉法

人の成立後最初の定時評議員会までの間においては、法第四十五条の二十七第一項の貸借対照表とす

る。）の負債の部に計上した額の合計額が六十億円を超えること。

附 則

（施行期日）
第一条 この政令は、平成二十九年四月一日から施行する。

社会福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令案（会計監査人関係）

※ 政省令案は、パブリックコメントを経て、本年１０月下旬～１１月目途に公布。
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